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規 則 ○ 三重県高等学校等修学奨学金の貸与に関する規則の一部を改正する規則 … 予 算 経 理 室 １頁
○ 県立高等学校等の現業職員の給与等に関する規則の一部を改正する規則 … 福利・給与室 ２頁
○ 三重県文化財保護条例施行規則の一部を改正する規則 ……………………… 文化財保護室 ２頁
○ 三重県教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 …………………… 人 材 政 策 室 ３頁

告 示 ○ 三重県教育委員会公印規則による公印の改刻 ………………………………… 予 算 経 理 室 ３頁
○ 三重県教育委員会公印規則による公印の新調 ………………………………… 予 算 経 理 室 ４頁
○ 三重県高等学校授業料滞納整理事務取扱要綱の一部を改正する告示 ……… 予 算 経 理 室 ４頁

訓 令 ○ 三重県教育委員会教育長事務専決規程の一部を改正する訓令 ……………… 人 材 政 策 室 ４頁
○ 三重県教育委員会事務局事務決裁及び委任規程の一部を改正する訓令 人 材 政 策 室 ５頁

公 告 ○ 公立幼稚園及び公立小学校の位置変更届の受理 ……………………………… 学 校 施 設 室 ８頁
○ 公立学校の廃止届の受理 ………………………………………………………… 学 校 施 設 室 ９頁
○ 公立学校の設置届の受理 ………………………………………………………… 学 校 施 設 室 ９頁

お知らせ ○ 三重県高等学校等修学奨学基金条例 …………………………………………… 予 算 経 理 室 ９頁
○ 公立学校職員定数条例の一部を改正する条例 ………………………………… 人 材 政 策 室 10頁
○ 公立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 …………………… 福利・給与室 10頁
○ 三重県文化財保護条例等の一部を改正する条例 ……………………………… 文化財保護室 11頁
○ 公立学校職員の初任給､ 昇格､ 昇給等の基準に関する規則の一部を改正
する規則 …………………………………………………………………………… 福利・給与室 11頁

三 重 県 高 等 学 校 等 修 学 奨 学 金 の 貸 与 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。

平 成 十 七 年 三 月 二 十 八 日

三 重 県 教 育 委 員 会 委 員 長 竹 下 譲
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三 重 県 高 等 学 校 等 修 学 奨 学 金 の 貸 与 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

三 重 県 高 等 学 校 等 修 学 奨 学 金 の 貸 与 に 関 す る 規 則 ( 平 成 十 四 年 三 重 県 教 育 委 員 会 規 則 第 十 六 号 ) の 一 部 を 次 の

よ う に 改 正 す る 。

第 十 二 条 第 二 項 中 ｢ 九 月 及 び 三 月 ｣ の 次 に ｢ 又 は 六 月 及 び 十 二 月 ｣ を 加 え 、 ｢ そ の い ず れ か の 月 と す る 。｣ の 次 に

｢ た だ し 、 最 初 に 返 還 す る 月 は 、 猶 予 期 間 の 終 了 の 日 か ら 起 算 し て 、 半 年 賦 の 場 合 は 半 年 、 年 賦 の 場 合 は 一 年 を 、

そ れ ぞ れ 経 過 し な い 月 で な け れ ば な ら な い 。｣ を 加 え る 。

第 十 二 条 に 次 の 二 項 を 加 え る 。

３ 奨 学 金 の 返 還 は 、 口 座 振 替 の 方 法 に よ り 行 う こ と が で き る 。

４ 奨 学 金 の 返 還 を 口 座 振 替 の 方 法 に よ り 行 う 場 合 に 必 要 な 事 項 は 、 三 重 県 会 計 規 則 ( 昭 和 三 十 九 年 三 重 県 規 則

第 十 五 号 ) 第 十 六 条 の 二 に 規 定 す る も の の ほ か 、 教 育 長 が 別 に 定 め る 。

第 十 五 条 第 一 項 に 次 の 二 号 を 加 え る 。

七 第 八 条 の 規 定 に よ り 修 学 奨 学 金 の 振 込 を 行 う 金 融 機 関 の 口 座 を 変 更 し た と き 。

八 そ の 他 教 育 長 が 必 要 と 認 め る 事 項 に 変 更 が 生 じ た と き 。

別 表 二 の 金 額 の 欄 中 ｢ 四 ○ 、 ○ ○ ○ 円 ｣ の 次 に ｢ 又 は 八 ○ 、 ○ ○ ○ 円 ｣ を 加 え 、 同 欄 中 ｢ 五 ○ 、 ○ ○ ○ 円 ｣ の

次 に ｢ 又 は 一 ○ ○ 、 ○ ○ ○ 円 ｣ を 加 え る 。
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第 一 号 様 式 ( 表 面 ) 中

｢

｣ を

｢

｣ に

改 め る 。
附 則

こ の 規 則 は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

返還方法 月賦 半年賦 年賦

三 重 県 教 育 委 員 会 は 、 県 立 高 等 学 校 等 の 現 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 ( 昭 和 三 十 七 年 三 重 県 条

例 第 二 号 ) の 規 定 に 基 づ き 、 県 立 高 等 学 校 等 の 現 業 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公

布 し ま す 。

平 成 十 七 年 三 月 二 十 八 日

三 重 県 教 育 委 員 会 委 員 長 竹 下 譲
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県 立 高 等 学 校 等 の 現 業 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

県 立 高 等 学 校 等 の 現 業 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 規 則 ( 昭 和 三 十 七 年 三 重 県 教 育 委 員 会 規 則 第 一 号 ) の 一 部 を 次 の

よ う に 改 正 す る 。

第 六 条 中 ｢ 、 第 三 十 二 条 の 二 第 二 項 中 ｢ 五 十 六 歳 ｣ と あ る の は ｢ 五 十 八 歳 ｣ と ｣ を 削 り 、 ｢ ｢ 五 十 八 歳 ｣ と あ

る の は ｢ 六 十 歳 ｣ を ｢｢ 五 十 五 歳 ｣ と あ る の は ｢ 五 十 七 歳 ｣ に 改 め る 。

附 則

( 施 行 期 日 )

１ こ の 規 則 は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

( 昇 給 停 止 に 関 す る 経 過 措 置 )

２ こ の 規 則 の 施 行 の 日 ( 次 項 に お い て ｢ 施 行 日 ｣ と い う 。) の 前 日 か ら 引 き 続 き 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 現 業 職

員 及 び 当 該 現 業 職 員 と の 権 衡 上 必 要 が あ る と 認 め ら れ る 現 業 職 員 に 係 る 改 正 後 の 第 六 条 の 規 定 の 適 用 に つ い て

は 、 同 条 中 ｢ 五 十 七 歳 ｣ と あ る の は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 平 成 十 九 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は
｢ 六 十 歳 ｣ と 、 平 成 十 九 年 四 月 一 日 か ら 平 成 二 十 一 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は ｢ 五 十 九 歳 ｣ と 、 平 成

二 十 一 年 四 月 一 日 か ら 平 成 二 十 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は ｢ 五 十 八 歳 ｣ と す る 。

３ 前 項 の 当 該 現 業 職 員 と の 権 衡 上 必 要 が あ る と 認 め ら れ る 現 業 職 員 は 、 施 行 日 以 後 引 き 続 き 人 事 交 流 等 に よ り

現 業 職 員 と な り 、 引 き 続 き 現 業 職 員 と し て 在 職 し て い る 者 ( 施 行 日 前 か ら 引 き 続 き 現 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び

基 準 に 関 す る 条 例 ( 昭 和 三 十 七 年 三 重 県 条 例 第 一 号 ) の 適 用 を 受 け る 職 員 ( 以 下 ｢ 県 立 高 等 学 校 等 以 外 の 現 業

職 員 ｣ と い う 。) で あ っ た 者 及 び 施 行 日 前 か ら 引 き 続 き 現 業 職 員 で あ り 、 施 行 日 以 後 引 き 続 き 県 立 高 等 学 校 等

以 外 の 現 業 職 員 と な っ た 者 に 限 る 。) 及 び こ れ に 準 ず る と 認 め ら れ る 現 業 職 員 と す る 。

三 重 県 文 化 財 保 護 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。

平 成 十 七 年 三 月 二 十 八 日

三 重 県 教 育 委 員 会 委 員 長 竹 下 譲
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三 重 県 文 化 財 保 護 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

三 重 県 文 化 財 保 護 条 例 施 行 規 則 ( 昭 和 五 十 一 年 三 重 県 教 育 委 員 会 規 則 第 十 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 六 条 の 二 第 三 項 第 二 号 中 ｢ 博 物 館 法 ｣ を ｢ 博 物 館 法 ( 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 二 百 八 十 五 号 )｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 の 項 中 ｢ 文 化 財 保 護 法 及 び 同 施 行 令 ｣ を ｢ 文 化 財 保 護 法 ( 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 十 四 号 。 以 下

｢ 法 ｣ と い う 。) 及 び 同 法 施 行 令 ( 昭 和 五 十 年 政 令 第 二 百 六 十 七 号 )｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 二 ) の 項 中 ｢ 第 八 十 条 第 三 項 ｣ を ｢ 第 百 二 十 五 条 第 三 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 三 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 六 条 の 十 六 ｣ を ｢ 第 八 十 五 条 ｣ に 改 め る 。

返還方法 月賦 半年賦 年賦 (３月) 年賦 (９月)
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三重県教育委員会公印規則 (昭和33年三重県教育委員会規則第19号) 第２条の規定による公印を次のとおり改
刻します｡

平成17年３月28日
三 重 県 教 育 委 員 会

１ 公 印 名 三重県立石薬師高等学校長印
２ 寸 法 方23ミリメートル

3

別 表 第 一 の 一 ( 五 ) の 項 中 ｢ 第 九 十 五 条 第 五 項 ｣ を ｢ 第 百 七 十 二 条 第 五 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 六 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 第 一 項 ｣ を ｢ 第 九 十 二 条 第 一 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 七 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 第 二 項 ｣ を ｢ 第 九 十 二 条 第 二 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 八 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 三 第 二 項 ｣ を ｢ 第 九 十 四 条 第 二 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 九 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 三 第 三 項 ｣ を ｢ 第 九 十 四 条 第 三 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 三 第 四 項 ｣ を ｢ 第 九 十 四 条 第 四 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 一 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 五 第 一 項 ｣ を ｢ 第 九 十 六 条 第 一 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 二 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 五 第 二 項 ｣ を ｢ 第 九 十 六 条 第 二 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 三 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 五 第 三 項 ｣ を ｢ 第 九 十 六 条 第 三 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 四 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 五 第 五 項 ｣ を ｢ 第 九 十 六 条 第 五 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 五 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 五 第 七 項 ｣ を ｢ 第 九 十 六 条 第 七 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 六 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 五 第 八 項 ｣ を ｢ 第 九 十 六 条 第 八 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 七 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 六 第 一 項 ｣ を ｢ 第 九 十 七 条 第 一 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 八 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 六 第 二 項 ｣ を ｢ 第 九 十 七 条 第 二 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 十 九 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 六 第 三 項 ｣ を ｢ 第 九 十 七 条 第 三 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 二 十 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 六 第 四 項 ｣ を ｢ 第 九 十 七 条 第 四 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 二 十 一 ) の 項 中 ｢ 第 五 十 八 条 の 二 ｣ を ｢ 第 九 十 九 条 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 二 十 二 ) の 項 中 ｢ 第 八 十 条 第 一 項 ｣ を ｢ 第 百 二 十 五 条 第 一 項 ｣ に 改 め る 。

別 表 第 一 の 一 ( 二 十 三 ) の 項 中 ｢ 第 八 十 二 条 ｣ を ｢ 第 百 三 十 条 ｣ に 、 ｢ 第 九 十 五 条 第 五 項 ｣ を ｢ 第 百 七 十 二 条

第 五 項 ｣ に 改 め る 。

第 二 十 七 号 様 式 及 び 第 二 十 八 号 様 式 中 ｢文化財保護法 (昭和25年法律第214号､ 平成11年改正法律第87号)｣ を

｢文化財保護法 (昭和25年法律第214号)｣ に 改 め る 。

第 二 十 九 号 様 式 中 ｢第60条｣ を ｢第101条｣ に 改 め る 。

附 則

こ の 規 則 は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

三 重 県 教 育 委 員 会 事 務 局 組 織 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。

平 成 十 七 年 三 月 二 十 八 日

三 重 県 教 育 委 員 会 委 員 長 竹 下 譲
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三 重 県 教 育 委 員 会 事 務 局 組 織 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

三 重 県 教 育 委 員 会 事 務 局 組 織 規 則 ( 昭 和 四 十 三 年 三 重 県 教 育 委 員 会 規 則 第 六 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 九 条 第 五 号 中 ｢ 大 学 入 学 資 格 検 定 ｣ を ｢ 高 等 学 校 卒 業 程 度 認 定 試 験 ｣ に 改 め 、 同 条 第 十 一 号 中 ｢ 世 界 遺 産 登

録 推 進 ｣ を ｢ 世 界 遺 産 の 保 存 及 び 活 用 ｣ に 改 め る 。

附 則

こ の 規 則 は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。



教育公報第１５１１号
平成17年３月28日発行

３ 陰 影

４ 使 用 範 囲 公文書用
５ 使用開始日 平成17年４月１日

��������	
��
�

三重県教育委員会公印規則 (昭和33年三重県教育委員会規則第19号) 第２条の規定による公印を次のとおり新
調します｡

平成17年３月28日
三 重 県 教 育 委 員 会

１ 公 印 名 三重県立尾鷲高等学校長印 (二)
２ 寸 法 方23ミリメートル
３ 陰 影

４ 使 用 範 囲 三重県立尾鷲高等学校長島分校における公文書用
５ 使用開始日 平成17年４月１日

��������	
����

三重県高等学校授業料滞納整理事務取扱要綱の一部を改正する告示を次のように定めます｡
平成17年３月28日

三重県教育委員会教育長 安 田 敏 春
三重県高等学校授業料滞納整理事務取扱要綱の一部を改正する告示

三重県高等学校授業料滞納整理事務取扱要綱 (平成15年三重県教育委員会告示第21号) の一部を次のように改
正する｡
第10号様式中 ｢この決定に不服があるときはこの決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に

三重県立 高等学校長に対して異議申立てをすることができます｡｣ を ｢この処分の取消しの訴えは､ この処
分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に､ 三重県を被告として (訴訟において三重県を代表
する者は三重県教育委員会となります｡)､ 提起することができます｡｣ に改める｡

附 則
この告示は､ 平成17年４月１日から施行する｡

� �

������

三重県教育委員会教育長事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める｡
平成17年３月28日

三重県教育委員会教育長 安 田 敏 春
三重県教育委員会教育長事務専決規程の一部を改正する訓令

三重県教育委員会教育長事務専決規程 (昭和31年教育委員会規則第15号) の一部を次のように改正する｡
別表 (第一条関係) 美術館の項中､ ｢所長｣ を ｢館長｣ に改め､ ｢参事｣ の下に ｢副参事｣ を加え､ 同表図書館

の項中､ ｢館長｣ の下に ｢専門監｣ を加える｡
附 則

4
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この訓令は､ 平成17年４月１日から施行する｡

������

三重県教育委員会事務局事務決裁及び委任規程の一部を改正する訓令を次のように定める｡
平成17年３月28日

三重県教育委員会教育長 安 田 敏 春
三重県教育委員会事務局事務決裁及び委任規程の一部を改正する訓令

三重県教育委員会事務局事務決裁及び委任規程 (平成８年教委訓第４号) の一部を次のように改正する｡
第２条第10号中 ｢同条第４号｣ を ｢同条第３号｣ に改め､ 同条第11号中 ｢第17条第５号｣ を ｢第17条第４号｣

に改める｡
別表第２�の表中､
｢

｣
を
｢

5

17 公立学校教職員の
服務に関する事務

１ 地方公務員法第55条の２の規定によ
る在籍専従の許可

○

２ 公立学校職員の勤務時間､ 休暇等に
関する条例 (平成７年三重県条例第２
号) 第17条第１号の規定による福利厚
生等休暇の承認

○

３ 地方公務員法第38条の規定による営
利企業等の従事の許可 (県立学校教職
員に係るものに限る｡)

� 次号以外のもの ○

� 一般教職員に係るもの ○

４ 教育公務員特例法 (昭和24年法律第
１号) 第21条の規定による兼職又は兼
業の承認

� 校長に係るもの ○

� 校長以外の教職員に係るもの ○

17 公立学校教職員の
服務に関する事務

１ 地方公務員法第55条の２の規定によ
る在籍専従の許可

○

２ 公立学校職員の勤務時間､ 休暇等に
関する条例 (平成７年三重県条例第２
号) 第17条第１号の規定による福利厚
生等休暇の承認

○

３ 地方公務員法第38条の規定による営
利企業等の従事の許可 (県立学校教職
員に係るものに限る｡)

� 次号以外のもの ○

� 一般教職員に係るもの ○

４ 教育公務員特例法 (昭和24年法律第
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｣
に改める｡
別表第２�の表中､
｢

6

１号) 第17条の規定による兼職又は兼業
の承認

� 校長に係るもの ○

� 校長以外の教職員に係るもの (県
立学校教職員に係るもののうち､
ＰＴＡ等が主催し週休日及び休日に
実施する講習の事務に従事する場合
を除く｡)

○

４ 文化財保護法 (昭
和25年法律第214
号) の施行に関す
る事務

１ 法第98条の規定による文化財の保護
に関する事務

� 三重県文化財保護条例 (昭和32年
三重県条例第72号) 第５条第４項､
第６条第２項､ 第６条第４項､ 第22
条第４項､ 第23条第４項､ 第23条第
６項､ 第27条第２項､ 第28条第２項､
第28条第６項､ 第35条第２項､ 第36
条第３項､ 第44条第４項､ 第45条第
３項及び第45条第５項の規定による
文化財の指定又は解除の通知

○

� 条例第８条､ 第30条及び第40条の
規定による文化財保存のための管理
団体の指定

○

� 条例第14条､ 第24条､ 第26条､ 第
30条､ 第33条及び第40条の規定によ
る文化財の管理保存に関する勧告

○

� 条例第16条及び第39条の規定によ
る文化財現状変更の許可

○

� 条例第18条､ 第25条､ 第30条及び
第32条の規定による文化財公開の勧
告

○

� 条例第20条､ 第30条及び第40条の
規定による文化財調査等の要求

○

� 条例第41条及び第43条の規定によ
る紀州犬及び日本鶏の登録・解除

ア 審査会の開催 ○

イ 登録の決定 ○

ウ 登録の解除 ○

� 条例第19条ただし書の規定による
｢公開承認施設｣ の承認

○

	 条例第49条の規定による報償金の ○
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｣
を
｢

7

決定・支給

� 条例第50条の規定による文化財の
譲与等

○

２ 法第99条の規定による重要文化財の
管理に関する停止命令等

○

３ 法第99条の規定による埋蔵文化財の
発掘に関する指示・勧告

○

４ 法第100条第２項の規定による重要
文化財の管理者の指定

○

５ 法第61条第１項の規定による埋蔵物
の鑑査

○

４ 文化財保護法 (昭
和25年法律第214
号) の施行に関す
る事務

１ 法第182条の規定による文化財の保
護に関する事務

� 三重県文化財保護条例 (昭和32年
三重県条例第72号) 第５条第４項､
第６条第２項､ 第６条第４項､ 第22
条第４項､ 第23条第４項､ 第23条第
６項､ 第27条第２項､ 第28条第２項､
第28条第６項､ 第35条第２項､ 第36
条第３項､ 第44条第４項､ 第45条第
３項及び第45条第５項の規定による
文化財の指定又は解除の通知

○

� 条例第８条､ 第30条及び第40条の
規定による文化財保存のための管理
団体の指定

○

� 条例第14条､ 第24条､ 第26条､ 第
30条､ 第33条及び第40条の規定によ
る文化財の管理保存に関する勧告

○

� 条例第16条及び第39条の規定によ
る文化財現状変更の許可

○

� 条例第18条､ 第25条､ 第30条及び
第32条の規定による文化財公開の勧
告

○

� 条例第20条､ 第30条及び第40条の
規定による文化財調査等の要求

○

� 条例第41条及び第43条の規定によ
る紀州犬及び日本鶏の登録・解除

ア 審査会の開催 ○

イ 登録の決定 ○

ウ 登録の解除 ○

	 条例第19条ただし書の規定による ○
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｣
に改める｡

附則
この訓令は､ 平成17年４月１日から施行する｡

� �

公立幼稚園及び公立小学校の位置変更届を次のとおり受理しました｡
平成17年３月28日

三 重 県 教 育 委 員 会

8

名 称 位 置 変更しようとする日 変更の理由

四日市市立
塩浜幼稚園

変更前
三重県四日市市
大字塩浜887番地１

平成17年４月１日

｢塩浜地区公立園幼
保一体化特区｣ 認定
に伴う現塩浜保育園
への移転のため｡変更後

三重県四日市市
柳町33番地

川越町立
川越幼稚園

変更前
三重県三重郡川越町
大字豊田一色237番地

平成17年４月１日

不適格建物である園
舎を取壊し､ 別敷地
に新園舎を建設した
ため｡変更後

三重県三重郡川越町
大字豊田一色384番地１

安濃町立
安濃幼稚園

変更前
三重県安芸郡安濃町
大字内多451番地

平成17年４月１日
耐震性能確保のため､
別敷地に新園舎を建
設したため｡変更後

三重県安芸郡安濃町
大字内多476番地

伊賀市立
友生小学校

変更前
三重県伊賀市
上友生785番地

平成17年４月１日
校舎の新築移転のた
め｡

変更後
三重県伊賀市
ゆめが丘二丁目11番地

｢公開承認施設｣ の承認

� 条例第49条の規定による報償金の
決定・支給

○

� 条例第50条の規定による文化財の
譲与等

○

２ 法第184条の規定による重要文化財
及び史跡名勝天然記念物の管理に関す
る許可・停止命令等

○

３ 法第184条の規定による埋蔵文化財
の発掘に関する指示・勧告

○

４ 法第185条第２項の規定による重要
文化財の管理者の指定

○

５ 法第102条第１項の規定による埋蔵
物の鑑査

○
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公立学校の廃止届を次のとおり受理しました｡
平成17年３月28日

三 重 県 教 育 委 員 会

公立学校の学校設置届を次のとおり受理しました｡
平成17年３月28日

三 重 県 教 育 委 員 会

� � � �

平成17年３月28日付け三重県公報号外により､ 三重県高等学校等修学奨学基金条例 (三重県条例第３号)､ 公
立学校職員定数条例の一部を改正する条例 (三重県条例第27号)､ 公立学校職員の給与に関する条例の一部を改
正する条例 (三重県条例第28号) 及び三重県文化財保護条例等の一部を改正する条例 (三重県条例第29号)､ 並

三重県人事委員会規則
びに公立学校職員の初任給､ 昇格､ 昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 第

三重県教育委員会規則

10号 が､ 次のように交付されました｡

9

名 称 廃止しようとする日 廃止の理由

伊賀市立大山田西小学校 平成17年３月31日 学校統合のため｡

伊賀市立大山田東小学校 平成17年３月31日 学校統合のため｡

南勢町立五ヶ所中学校 平成17年３月31日 学校統合のため｡

南勢町立南海中学校 平成17年３月31日 学校統合のため｡

南勢町立宿田曽中学校 平成17年３月31日 学校統合のため｡

名 称 位 置 設置しようとする日 設置の理由

伊賀市立大山田小学校 三重県伊賀市平田25番地 平成17年４月１日 学校統合のため｡

南勢町立南勢中学校 三重県度会郡南勢町船越2100番地 平成17年４月１日 学校統合のため｡

(
)

三 重 県 高 等 学 校 等 修 学 奨 学 基 金 条 例 を こ こ に 公 布 し ま す 。

平 成 十 七 年 三 月 二 十 八 日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

��������
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三 重 県 高 等 学 校 等 修 学 奨 学 基 金 条 例

( 設 置 )

第 一 条 経 済 的 な 理 由 に よ り 高 等 学 校 等 に お け る 修 学 が 困 難 な 者 に 対 す る 奨 学 金 の 貸 付 事 業 に 要 す る 経 費 の 財 源

に 充 て る た め 、 三 重 県 高 等 学 校 等 修 学 奨 学 基 金 ( 以 下 ｢ 基 金 ｣ と い う 。) を 設 置 す る 。

( 積 立 て )

第 二 条 基 金 に は 、 一 般 会 計 歳 入 歳 出 予 算 ( 以 下 ｢ 予 算 ｣ と い う 。) の 定 め る 額 を 積 み 立 て る 。

( 管 理 )

第 三 条 基 金 に 属 す る 現 金 は 、 金 融 機 関 へ の 預 金 そ の 他 最 も 確 実 か つ 有 利 な 方 法 に よ り 保 管 し な け れ ば な ら な い 。

２ 基 金 に 属 す る 現 金 は 、 必 要 に 応 じ 、 最 も 確 実 か つ 有 利 な 有 価 証 券 に 代 え る こ と が で き る 。

( 運 用 益 金 の 処 理 )

第 四 条 基 金 の 運 用 か ら 生 ず る 収 益 は 、 予 算 に 計 上 し て 、 こ の 基 金 に 編 入 す る も の と す る 。

( 処 分 )

第 五 条 基 金 は 、 第 一 条 の 貸 付 事 業 に 要 す る 経 費 の 財 源 に 充 て る 場 合 に 限 り 、 予 算 の 定 め る と こ ろ に よ り 処 分 す

る こ と が で き る 。

( 繰 替 運 用 )

第 六 条 知 事 は 、 財 政 上 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 確 実 な 繰 戻 し の 方 法 、 期 間 及 び 利 率 を 定 め て 、 基 金 に 属 す

る 現 金 を 歳 計 現 金 に 繰 り 替 え て 運 用 す る こ と が で き る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

公 立 学 校 職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を こ こ に 公 布 し ま す 。

平 成 十 七 年 三 月 二 十 八 日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

��������	


公 立 学 校 職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

公 立 学 校 職 員 定 数 条 例 ( 昭 和 三 十 二 年 三 重 県 条 例 第 九 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 三 条 第 一 号 中 ｢ 三 、 七 〇 八 人 ｣ を ｢ 三 、 六 三 九 人 ｣ に 、 ｢ 二 七 八 人 ｣ を ｢ 二 七 五 人 ｣ に 、 ｢ 一 五 八 人 ｣ を ｢ 一

五 五 人 ｣ に 、 ｢ 四 、 一 四 四 人 ｣ を ｢ 四 、 〇 六 九 人 ｣ に 改 め 、 同 条 第 二 号 中 ｢ 八 八 八 人 ｣ を ｢ 八 七 三 人 ｣ に 、 ｢ 九 九

九 人 ｣ を ｢ 九 八 四 人 ｣ に 改 め る 。

第 四 条 第 一 号 中 ｢ 六 、 四 〇 二 人 ｣ を ｢ 六 、 三 七 四 人 ｣ に 、 ｢ 四 一 七 人 ｣ を ｢ 四 一 八 人 ｣ に 、 ｢ 一 三 八 人 ｣ を ｢ 一

三 七 人 ｣ に 、 ｢ 七 、 三 七 四 人 ｣ を ｢ 七 、 三 四 六 人 ｣ に 改 め 、 同 条 第 二 号 中 ｢ 三 、 六 二 六 人 ｣ を ｢ 三 、 六 〇 四 人 ｣

に 、 ｢ 一 七 二 人 ｣ を ｢ 一 六 六 人 ｣ に 、 ｢ 一 八 三 人 ｣ を ｢ 一 七 七 人 ｣ に 、 ｢ 四 、 〇 〇 一 人 ｣ を ｢ 三 、 九 六 七 人 ｣ に 改

め る 。
附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を こ こ に 公 布 し ま す 。

平 成 十 七 年 三 月 二 十 八 日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

���������


公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 ( 昭 和 三 十 年 三 重 県 条 例 第 十 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 一 条 第 一 項 中 ｢( 五 十 六 歳 以 上 の 職 員 の う ち 規 則 で 定 め る 職 員 に つ い て は 、 規 則 の 定 め る と こ ろ に よ り 、

十 八 月 又 は 二 十 四 月 )｣ を 削 り 、 同 条 第 四 項 中 ｢ 五 十 八 歳 以 上 ｣ を ｢ 五 十 五 歳 以 上 ｣ に 改 め る 。

附 則

( 施 行 期 日 )

１ こ の 条 例 は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

( 昇 給 停 止 に 関 す る 経 過 措 置 )



教育公報第１５１１号
平成17年３月28日発行

11

２ こ の 条 例 の 施 行 の 日 の 前 日 か ら 引 き 続 き 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 及 び 当 該 職 員 と の 権 衡 上 必 要 が あ る と 認

め ら れ る も の と し て 規 則 ( 三 重 県 教 育 委 員 会 及 び 三 重 県 人 事 委 員 会 が 共 同 で 定 め る 規 則 を い う 。 次 項 に お い て

同 じ 。) で 定 め る 職 員 に 係 る 改 正 後 の 第 十 一 条 第 四 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 ｢ 五 十 五 歳 ｣ と あ る の

は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 平 成 十 九 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は ｢ 五 十 八 歳 ｣ と 、 平 成 十 九 年 四 月 一

日 か ら 平 成 二 十 一 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は ｢ 五 十 七 歳 ｣ と 、 平 成 二 十 一 年 四 月 一 日 か ら 平 成 二 十 三

年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は ｢ 五 十 六 歳 ｣ と す る 。

( 規 則 へ の 委 任 )

３ 前 項 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 条 例 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。

三 重 県 文 化 財 保 護 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を こ こ に 公 布 し ま す 。

平 成 十 七 年 三 月 二 十 八 日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

��������	


三 重 県 文 化 財 保 護 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例
( 三 重 県 文 化 財 保 護 条 例 の 一 部 改 正 )

第 一 条 三 重 県 文 化 財 保 護 条 例 ( 昭 和 三 十 二 年 三 重 県 条 例 第 七 十 二 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 十 二 条 第 一 項 及 び 第 二 十 三 条 第 五 項 中 ｢ 第 五 十 六 条 の 三 第 一 項 ｣ を ｢ 第 七 十 一 条 第 一 項 ｣ に 改 め る 。

第 二 十 七 条 第 一 項 及 び 第 二 十 八 条 第 五 項 中 ｢ 第 五 十 六 条 の 十 第 一 項 ｣ を ｢ 第 七 十 八 条 第 一 項 ｣ に 改 め る 。

第 三 十 五 条 第 一 項 及 び 第 三 十 六 条 第 二 項 中 ｢ 第 六 十 九 条 第 一 項 ｣ を ｢ 第 百 九 条 第 一 項 ｣ に 改 め る 。

第 四 十 四 条 第 一 項 及 び 第 四 十 五 条 第 四 項 中 ｢ 第 八 十 三 条 の 七 第 一 項 ｣ を ｢ 第 百 四 十 七 条 第 一 項 ｣ に 改 め る 。

第 四 十 八 条 第 一 項 中 ｢ 第 五 十 七 条 の 二 ｣ を ｢ 第 九 十 三 条 ｣ に 、 ｢ 第 五 十 七 条 の 三 ｣ を ｢ 第 九 十 四 条 ｣ に 改 め

る 。
第 四 十 九 条 第 一 項 並 び に 第 五 十 条 第 一 項 及 び 第 三 項 中 ｢ 第 六 十 三 条 の 二 第 一 項 ｣ を ｢ 第 百 五 条 第 一 項 ｣ に 改

め る 。
第 五 十 一 条 中 ｢ 第 五 十 八 条 の 二 第 五 項 ｣ を ｢ 第 九 十 九 条 第 五 項 ｣ に 改 め る 。

( 三 重 県 風 致 地 区 内 に お け る 建 築 等 の 規 制 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 )

第 二 条 三 重 県 風 致 地 区 内 に お け る 建 築 等 の 規 制 に 関 す る 条 例 ( 昭 和 四 十 五 年 三 重 県 条 例 第 十 七 号 ) の 一 部 を 次

の よ う に 改 正 す る 。

別 表 第 二 第 四 項 中 ｢ 第 五 十 六 条 の 十 第 一 項 ｣ を ｢ 第 七 十 八 条 第 一 項 ｣ に 、 ｢ 第 五 十 七 条 第 一 項 ｣ を ｢ 第 九 十

二 条 第 一 項 ｣ に 、 ｢ 第 六 十 九 条 第 一 項 ｣ を ｢ 第 百 九 条 第 一 項 ｣ に 、 ｢ 第 七 十 条 第 一 項 ｣ を ｢ 第 百 十 条 第 一 項 ｣ に

改 め る 。

( 三 重 県 文 化 財 保 護 審 議 会 条 例 の 一 部 改 正 )

第 三 条 三 重 県 文 化 財 保 護 審 議 会 条 例 ( 昭 和 五 十 一 年 三 重 県 条 例 第 七 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 中 ｢ 第 百 五 条 ｣ を ｢ 第 百 九 十 条 ｣ に 改 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

三 重 県 人 事 委 員 会 及 び 三 重 県 教 育 委 員 会 は 、 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 ( 昭 和 三 十 年 三 重 県 条 例 第 十 号 )

の 規 定 に 基 づ き 、 公 立 学 校 職 員 の 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布

し ま す 。
平 成 十 七 年 三 月 二 十 八 日

三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長 渡 辺 八 尋

三 重 県 教 育 委 員 会 委 員 長 竹 下 譲

�����
����
��


�����
����

公 立 学 校 職 員 の 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則

公 立 学 校 職 員 の 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 に 関 す る 規 則 ( 昭 和 四 十 五 年 第 二 十 一 号 )

三 重 県 教 育 委 員 会 規 則
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の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 十 九 条 第 一 項 第 五 号 中 ｢( 第 三 十 二 条 の 二 の 規 定 に よ り 昇 給 期 間 が 十 八 月 又 は 二 十 四 月 と さ れ て い る 職 員

に あ つ て は 、 そ れ ぞ れ 九 月 又 は 十 二 月 )｣ を 削 る 。

第 三 十 二 条 の 二 を 削 る 。

第 三 十 四 条 の 二 中 ｢ 第 三 十 二 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 職 員 の う ち 、 五 十 八 歳 ｣ を ｢ 五 十 五 歳 ｣ に 改 め 、 ｢ 年 齢

特 定 日 ｣ の 下 に ｢( 直 近 の 三 月 三 十 一 日 を い う 。)｣ を 加 え る 。

附 則

( 施 行 期 日 )

１ こ の 規 則 は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

( 昇 給 停 止 に 関 す る 経 過 措 置 )

２ 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 ( 平 成 十 七 年 三 重 県 条 例 第 二 十 八 号 ) 附 則 第 二 項 の

規 則 で 定 め る 職 員 は 、 こ の 規 則 の 施 行 の 日 ( 以 下 ｢ 施 行 日 ｣ と い う 。) 以 後 引 き 続 き 人 事 交 流 等 に よ り 職 員 と

な り 、 引 き 続 き 職 員 と し て 在 職 し て い る 者 ( 施 行 日 前 か ら 引 き 続 き 次 に 掲 げ る 職 員 ( 以 下 ｢ 一 般 職 員 等 ｣ と い

う 。) で あ っ た 者 及 び 施 行 日 前 か ら 引 き 続 き 職 員 で あ り 、 施 行 日 以 後 引 き 続 き 人 事 交 流 等 に よ り 一 般 職 員 等 と

な っ た 者 に 限 る 。) 及 び 三 重 県 教 育 委 員 会 が 三 重 県 人 事 委 員 会 と 協 議 し て こ れ に 準 ず る と 認 め る 職 員 と す る 。

一 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 ( 昭 和 二 十 九 年 三 重 県 条 例 第 六 十 七 号 ) の 適 用 を 受 け る 職 員

二 現 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 ( 昭 和 三 十 七 年 三 重 県 条 例 第 一 号 ) の 適 用 を 受 け る 職 員

三 県 立 高 等 学 校 等 の 現 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 ( 昭 和 三 十 七 年 三 重 県 条 例 第 二 号 ) の 適 用

を 受 け る 職 員

四 企 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 ( 昭 和 四 十 一 年 三 重 県 条 例 第 六 十 二 号 ) の 適 用 を 受 け

る 職 員

五 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 ( 平 成 十 年 三 重 県 条 例 第 五 十 号 ) の 適 用 を 受 け る

職 員

六 三 重 県 教 育 委 員 会 教 育 長

七 特 定 地 方 独 立 行 政 法 人 ( 地 方 独 立 行 政 法 人 法 ( 平 成 十 五 年 法 律 第 百 十 八 号 ) 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 特 定

地 方 独 立 行 政 法 人 を い う 。) の 職 員

八 特 別 職 に 属 す る 県 職 員

九 他 の 地 方 公 共 団 体 の 職 員 、 国 家 公 務 員 、 日 本 郵 政 公 社 の 職 員 又 は 特 定 独 立 行 政 法 人 ( 独 立 行 政 法 人 通 則 法

( 平 成 十 一 年 法 律 第 百 三 号 ) 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 特 定 独 立 行 政 法 人 を い う 。) の 職 員

十 公 益 法 人 等 へ の 職 員 の 派 遣 等 に 関 す る 条 例 ( 平 成 十 三 年 三 重 県 条 例 第 六 十 六 号 ) 第 十 二 条 第 一 号 に 規 定 す

る 退 職 派 遣 者

３ 施 行 日 の 前 日 か ら 引 き 続 き 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 及 び 前 項 に 規 定 す る 職 員 に 係 る 改 正 後 の 第 三 十 四 条 の

二 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 条 中 ｢ 五 十 五 歳 ｣ と あ る の は 、 平 成 十 七 年 四 月 一 日 か ら 平 成 十 九 年 三 月 三 十 一

日 ま で の 間 に お い て は ｢ 五 十 八 歳 ｣ と 、 平 成 十 九 年 四 月 一 日 か ら 平 成 二 十 一 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て

は ｢ 五 十 七 歳 ｣ と 、 平 成 二 十 一 年 四 月 一 日 か ら 平 成 二 十 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は ｢ 五 十 六 歳 ｣ と

す る 。

( 公 立 学 校 職 員 の 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 の 一 部 改 正 )

三 重 県 人 事

４ 公 立 学 校 職 員 の 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 ( 昭 和 五 十 七 年
三 重 県 教 育

委 員 会 規 則
第 一 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

委 員 会 規 則

附 則 第 二 項 中 ｢ 改 正 後 の 公 立 学 校 職 員 の 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 に 関 す る 規 則 ｣ を ｢ 平 成 十 七 年 三 月 三

十 一 日 ま で の 間 、 改 正 後 の 公 立 学 校 職 員 の 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 に 関 す る 規 則 ｣ に 改 め 、 ｢ 、 当 分 の 間 ｣

を 削 る 。

( 雑 則 )

５ 附 則 第 二 項 及 び 第 三 項 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 規 則 の 施 行 に 関 し 必 要 な 経 過 措 置 は 、 三 重 県 教 育 委 員 会 が

三 重 県 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る 。


